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研究提言

サービスデザイン思考で「持続する競争優位」を目指す
～サービス工学の視点からのビジネスプロセス再設計～

一般社団法人日本ビジネスプロセス・マネジメント協会　理事　横川 省三

１．サービスデザイン思考は「持続する競争優位」の鍵
　1.1　日本の「経済複雑性指標」はグローバル No.1
　1.2　競争優位には差異化が必須。その鍵は模倣困難性
　1.3　サービスデザイン思考は価値の創出と持続する競争優位に貢献する
　1.4　事業モデルは顧客サービス中心へ
　1.5　サービスプロセスをイノベーションした例
２．変革が必要な日本の業務改革
　2.1　可視化から始めて息切れする業務改革
　2.2　なぜ業務改革をプロセスの可視化から始めるのか？
　2.3　実態調査にみる日本企業の業務改革実態
３．サービスデザイン思考を方法論化したサービス工学へ
　3.1　サービスおよびサービス工学の定義
　3.2　サービスデザインの特徴は、視座の転換
　3.3　サービスデザイン思考（Ｓ‐Ｄロジック）の基礎
　3.4　顧客視座からのサービスとサービスプロセスの位置づけ
　3.5　顧客価値３つのレベルとサービス、ビジネスプロセスの関係
　3.6　顧客価値づくりの２つのサイクル
　3.7　実践事例からの考察
　3.8　事例にみる情報システムの役割
４．サービス工学を組み込んだビジネスプロセス改革の実践ポイント
　4.1　基本的なサービスプロセス改革のステップ
　4.2　サービスデザインの基本ステップ
５．時代と共に変化するＢＰＲ
　5.1　過去は基幹ＤＢ・ＥＲＰによるバックオフィス業務改革
　5.2　顧客サービスなどフロント業務にウエイトが移行した 2010 年代
６．求められる変革プロセスのデザインとこれを実行する組織能力
　6.1　ビジネスモデル構想力と不断の改善力が問われるこれからの業務改革
　6.2　ビジネスプロセスを構築・移行する２つのアプローチ：不断の改善努力型と平行運用＆シフト型
　6.3　不断の業務改革に必要な組織能力
　6.4　先進企業では業務改善は社員の通常業務
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研究提言

サービスデザイン思考で「持続する競争優位」を目指す
～サービス工学の視点からのビジネスプロセス再設計～

一般社団法人日本ビジネスプロセス・マネジメント協会　理事 横 川 省 三

はじめに

市場のボーダレス化が進む中で、デジタル技術を武器にした破壊的イノベーションが進展し、従来
は安住と思われた事業領域も持続的優位性が脅かされる時代になっている。その脅威の源は、インダ
ストリー 4.0 あるいはインダストリアル・インターネットというムーブメントの中にある「サービタ
イゼーション」や「サービス化」という潮流である。

この流れは、ネットワーク外部性を利用したプラットフォームモデルを活用しているため、先手を
打たれるとなだれを打って顧客が移動する。また、より先鋭化したモデルや技術の登場によって、劇
的な変化が起こりうる状況である。

少し前まで優勢を誇った Facebook や iphone も、今やいつ逆転現象が起きるか予断を許さない。
逆にいえば、日本企業も思考習慣の転換と制約条件への挑戦によって、新たな価値創造が可能になっ
ている。

本稿では、サービス化が持続する競争優位の鍵となることを再確認した上で、そのことを実現する
ための改革の基盤（思考習慣、方法論、人材など）が日本企業に根付いていないことを示し、サービ
スデザイン思考を方法論化したサービス工学によって、新たなビジネスプロセス改革に取り組む際の
ポイントを示したい。

１．サービスデザイン思考は「持続する競争優位」の鍵

1.1　日本の「経済複雑性指標」はグローバル No.1
「経済複雑性指標」というものをご存知であろうか。日本は 20 年の低成長時代を抜け出せていない

ようだが、この「経済複雑性指標」が 2000 年から 15 年連続で世界一位と独走している。
この指標は、世界に通用するオリジナリティのある製品をどれだけたくさん抱えているかを、貿易

統計などから評価したものである。日本企業が低成長とはいえ、世界で戦うために差異化を必死に進
めてきた成果であろう。経済産業省でもこれに注目し、今後の日本産業の方向性と考えている＊。

＊ http://www.meti.go.jp/committee/summary/eic0009/pdf/018_03_00.pdf
これは、日本が模倣で成長した 20 世紀から、21 世紀になって独自の価値を生み出す経営にシフト

することによって、競争優位性を獲得していることに他ならない。
今、ものづくりの技術は３ＤＣＡＤに代表されるように、設計情報さえ手に入れれば模倣すること

は容易になった。オリジナル商品を開発しても、短命化のリスクは非常に高まっている。競争優位の
ために差異化を生み出し、持続させることが経営の命題ともいえる。

1.2　競争優位には差異化が必須。その鍵は模倣困難性
経営戦略論的には、資源ベースの競争優位性の視点として VRIO（ヴェリオ）分析がある。これは、
①　価値（Value）
②　希少性（Rarity）
③　模倣困難性（Inimitability）
④　組織（Organization）

の４つの頭文字をとったものだ。
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そもそも日本は資源に乏しい国であるが、過去の歴史の中で欧米を中心とした国々の技術と制度に
学び、これを独自の国民性によって独自の技術資源を開発してきた。その結果として経済複雑性指標
が No.1 ということは、特に③の模倣困難性の高い資源を開発し、かつ④の（特徴ある）資源を活用
する組織能力の高さ・有効性を示しているといえるだろう。

この模倣困難性（Inimitability）は、一般に４つの規定要因があるといわれている。
１．経路依存性：歴史的な要因によって得られたものであり、その発展経路に依存している程度
２．�因果関係の不明性：どのように得られたのかがよくわからず真似が難しい。その入手方法や形

成要因がどの程度かわかりにくい
３．�社会的複雑性：社会的な要因（文化や制度など）でもたらされたもののために、他社がそれを

真似するのは困難。その複雑性の度合い
４．特許：知的財産として法的保護を受けていれば、他社が真似するのは困難
また、資源を活用する組織（Organization）能力というのは、経営資源に価値があり、希少で、模

倣困難であっても、それを上手く活用する組織がなければ根本的に競争優位性を確保できないという
ものである。

1.3　サービスデザイン思考は価値の創出と持続する競争優位に貢献する
サービスの定義にはさまざまあるが、Rathmell は「サービスとは “人間の行為であり、演技であり、

何かを成し遂げようとする努力である”（ 1966）」としている。特に「努力」という言葉が入ってい
る点が特徴である。

サービスは無形性、同時性、異質性、消滅性などの特性を持っていることが知られている。しかし、
サービスが顧客の目的実現を支援するものだとすると、そこには、必ず利用側と提供側にギャップが
出てくる。このギャップを利用側と提供側が相互に埋める努力が必要になる。

この「努力」の部分は、サービスに顧客が満足する際の重要な部分であるが、その内容はサービス
の提供の都度異なるため、外部からその因果関係を分析しようとしても困難である。まさに、サービ
スが模倣困難性を高める所以である。これを提供側の組織として常に再現するためには、提供側の経
験内容を上手く知識として蓄え、再利用する必要がある。そのためには、組織メンバーの相互互恵の
精神、部下育成の意欲が極めて重要になる。

持続する競争優位を実現するためには、「サービスのデザイン（設計）を日常業務として取り組む」
ことが必要になってくる。つまり、サービスを組織的な仕組みとして提供するということだ。既に日
本企業自体は、モノ型の商品を提供していても、ビフォア、アフターでのサービスを付加することで、
モノを超えて模倣困難な価値を提供しているが、これが「経済複雑性指標」で評価されていることの
証しと捉えられる。

1.4　事業モデルは顧客サービス中心へ
特に現在は、顧客支援業務（顧客サービス業務とも呼ばれる）のウエイトが非常に高まっている。

魅力あるモノを作って売るというビジネスモデルではすぐに真似される、買い叩かれるといった問題
があり長続きしない。そこで、個々の顧客の要望を引き出し、個々の顧客にとって魅力ある商品（モ
ノとサービスの組合せ）に仕立て上げて提供する、というモデルにすることが進行している。

こうなってくると、企業内の業務プロセスは常に市場競争にさらされ、明日は今日よりも良いサー
ビス商品にするために、業務プロセスを磨くということが当たり前になる。単に継続改善することが
重要なのではなく、個々の顧客の要望に応えられるサービスとその提供プロセスを磨くことが事業の
継続性に直結しているのだ。したがって、改善サイクルが速まり業務時間に占める改善業務のウエイ
トも飛躍的に高まっている。

ある企業の業務時間の実態を調査したところ、定常的な事務作業が就業時間の半分以下になり、商
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品・サービスの改善および業務改革プロジェクトが業務時間の半分以上を占めていた。変化対応に企
業の人的資源の半分以上を投入しているのだ。そして、この変化対応のアウトプットは、即時に業務
プロセスに反映されることが要求される。換言すると、企業組織は新たなサービス商品のための業務
設計と、新たな要望や課題に応える業務改善を行うこと自体が「主たる業務」になっている。

1.5　サービスプロセスをイノベーションした例
その具体的な姿として注目されるのが、業務改革の一類型としてのサービス改革である。例えば顧

客の心理や動線を描き、これに対応するソーシャルメディア、自社Ｗｅｂサイトから得られる顧客の
反応に対応できる一貫したビジネスプロセスを描き、実行する活動である。

日本ＢＰＭ協会が開催した 2015 年のＢＰＭフォーラムでは、このサービス改革の典型的な事例と
して、地盤ネット株式会社が作り上げたデジタルプロセスが紹介された。この会社は、家を建てる地
盤の改良の必要性を判断するために、地盤調査に基づく地盤保証書の発行というサービス商品を基本
に、急成長を遂げている。

発表では、顧客へのプロモーション～オーダー受付～外注手配～保証書交付～関連サービス提供の
プロセスが、従来は人手をかけたアナログプロセスだったので業務コストがかかり、正確性や柔軟性
に欠けていた。これを、一貫したデジタルプロセスに変革し、顧客サービスのスピード・正確性 ･ 拡
張性を格段に向上させた。また、今後は、住宅ローン申請や役所への届け出を代行することも可能に
なる。まさに事業成長の中核基盤となっている。

図 1　地盤ネットのサービス改革

２．変革が必要な日本の業務改革

2.1　可視化から始めて息切れする業務改革
昨今、企業や公的組織が業務改革の一環として、「まずは業務の可視化」に邁進しているケースを

数多く見かける。その目的は、業務課題の抽出と解決、属人化の解消、業務のマニュアル化、システ
ム化のための要件定義など多岐にわたる。

しかしその多くは、業務フローを大方記述したところで息切れしている。半年ほどかけて多くのメ
ンバーが関わって業務フローを書き上げ、分厚くなったファイルが静かに棚に置かれる。そして次に
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開くのは業務監査と異動者へのレクチャーの時だけなのだ。
せっかくの活動成果が、このような状況に陥るのはなぜだろうか。

① 長期化、スコープを広げすぎ
可視化に取り組む組織の多くは、「業務の全体」を「統一したフォーマット」で可視化することを

成果物としているケースが多い。全社的可視化を目標にしていると、活動自体が長期化し、成果を刈
り取る前に担当者が異動したり、状況が変化する。また作成した人の記憶も薄れ、可視化成果物が出
揃ったときには内容を理解している担当者がおらず、活動が頓挫することになる。
② ゴールがあいまいだが成果物フォーマットだけは統一

業務の可視化は、目的を明確にすることが非常に重要である。それによって作成・分析すべきこと
が大きく異なるからである。

例えば可視化の目的とそのための成果物は、以下のように変わってくる。
・事務コスト削減・・・業務フロー、作業単位毎の件数・工数
・業務総コスト削減・・・発生業務別の社内外コスト
・組織間の役割分担調整・・・業務フロー、組織間をまたがる中間成果物の基準
・顧客サービスレベルの改善・・・業務成果物の利用状況・満足度調査
・属人化の排除・・・作業手順書（作業マニュアル、参照する情報・判断基準）
・システム化を前提とした要件定義・・・業務フローとシステム化範囲、使用データ、処理ルール
・要員配置・・・業務リストと主たる担当者のスキルレベル、工数目安
このように目的を明確にすると、可視化の成果物もそれぞれ変わってくる。可視化を目的にしたと

きに、活動の事務局は往々にして成果物フォーマットを統一し、成果物を積み上げることを目標とす
る。しかし、実行する人は様々な問題意識を持ち、「これで何が解決するのだろう」「問題解決に直結
しないけれど、とにかく作ろうか」という心理になり、フォーマットに合わせただけの中途半端な成
果物を大量に作ることになってしまっている。

2.2　なぜ業務改革をプロセスの可視化から始めるのか？
・業務プロセスの改革より、できる範囲の可視化から

業務プロセスの改革は、複合技術を総合的に活用する必要がある。具体的には、受益者（顧客など）
へのサービスの水準を設定し、それを確実に実行する体制を作ることである。その際、業務・サービ
スを具体的に実行する方法を描き、これを確実・スピーディに実行するため、場合によってはＩＴの
活用が求められる。

このような活動をどう進めれば良いのかがわかっていればいいが、着地点が見えていない場合が
往々にしてある。この状態でＩＴ活用に踏み込むと、自分たちだけではまとめ切れず、難しいという
意識が出てきて、「まずは、自分たちでできることだけをしよう」ということになり、可視化だけに
落ち着いてしまうようだ。これは、ＩＴを特別のことと感じてしまう 50 代以降のマネジャーによく
みられる現象である。
・業務プロセス設計の「技術」や「スキル」が社内にない

業務プロセスの設計は、「業務の標準化」が最初に必要となる。しかし「標準化」は、一定の制約
条件の中でのベストの方法を選択し、発生する多くの事案に適用可能にする必要がある。ものづくり
の世界での標準化は、製品設計図面に基づき、生産技術部門が製造工程を設計し、材料の受入れ条件、
冶具の性能、作業標準等を定める。材料は、入ってくるたびに確実に検品を行い、不良の材料での製
造はやってはいけないことになっている。また作業者のスキルも事前にチェックされ、作業中もＯＪ
Ｔで指導される。さらに、完成した製品（成果物）は、品質管理部門がチェックして、良品のみを出
荷する。

このようなものづくりの世界の標準に基づく業務の仕組みに比べ、サービス現場、業務現場の仕事
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は、「標準化」には程遠い状況といえる。サービスや業務のオーダーは、顧客によって多様性もあい
まい性も非常に多く含んでいる。また、作業工程は一度作られると、監査のチェックは受けても、生
産性やＩＴの側面からのアドバイスを受ける機会が少ない。サービスや業務の現場に入り込んでいる
外注のシステム会社は、担当者をしっかりサポートすることで、最終的には丸投げしてもらえるよう
に努力する。あえて、顧客の担当者自身には業務がわからなくなってくる状況を生み出すというのが
常道だ。

業務の標準化もシステム化も外部依存してきた日本のサービス現場や事務オフィスには、業務を設
計しシステム化する技術もスキルも空洞化している。本来は、サービス技術部、サービス品質管理部
を組織し、そこに業務設計から情報システム設計までを行える組織があるべきだろう。スキルも体制
もない中で、改善だけを叫んでも進まないのである。そこで「とりあえず可視化」をして、皆で考え
れば何らかの答えが出るだろう、というところに走っているのではないだろうか。
・難易度が高まっているサービス・業務現場

サービスや業務にＩＴを導入するようになって、既に数十年が経っている。その中で、少なくとも
単純計算、帳票出力、帳票送信などの単純作業は、情報システムツールで行われているだろう。この
ような部分は付加価値が小さい領域なので外注任せでもよい、特に自前でやることもない、という判
断が多かったと思われる。

しかし現在は、単なる事務作業の自動化は済んでおり、単純な事務工数削減をするような改善の余
地は少なくなってきている。多くのサービス・業務は、人が担わねばならない企画、判断、編集、検
討、調整のようなものが大部分を占めるようになっている。つまり、人が担わなければならない業務
をどう改善するのかが、これからのサービス・業務の改善テーマになっている。

このような仕事の改善には、適切なアサイン、適切なチェック・分析ツール、蓄積している情報の
素早い参照が求められる。また、見積り金額や契約確定の交渉といった外部との交渉過程をサポート
するには、タイムリーな情報の共有、コミュニケーション機能が重要になってくる。事務作業を可視
化し自動化するだけにとどまらないより難易度の高い仕組みづくりが必要になっている。
・可視化にチャレンジする意味

業務プロセスの改革は難しいからといって、まずは可視化というのでは失敗の繰返しになってしま
う。

業務プロセスの可視化を進めようという機運をチャンスとするならば、現状把握としての可視化の
前に、目的・課題設定を行い、可視化、問題抽出、解決策設定、改善・実施、定着までを行う完全サ
イクルを実現するべきである。この完全サイクルを回すことで、現場に業務改善を実行する力がつき、
主体的に改善する力がついてくる。

2.3　実態調査にみる日本企業の業務改革実態
日本ビジネスプロセス・マネジメント協会では、2015 年 ７ 月〜８ 月にかけて上場企業（3,458 社）

を対象に、業務改革の実態に関する調査をアンケート方式で実施した（回収数：188 社、回収率：5.4％）。
回答企業は、業種で見るとサービス業・情報通信業が多く、規模的には中堅から大手企業が中心であ
る。また、回答者は CIO および情報システム部門長の方々にお願いした。
・顧客サービス・調達等の外部連携への先進的ＩＴ活用は僅か

IT の活用状況を見ると、民間企業では「受注・出荷・請求・回収・会計」等の基幹的な業務への
活用は進んでいるものの、「販売チャネル、パートナー、外注」といった外部連携への活用は 50％に
達していない。これだけインターネットが普及し、さまざまなコミュニケーションの手段がある中で、
顧客サービスや購買領域になるとＩＴの活用はまだまだ不十分というのが現実である。さらに、「需
要の変化に応じて販売促進、顧客サービスの調整に活用する」という先進的活用は 14％しかない。
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図２　IT の活用状況
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・業務改革の定量的成果はあまり得られていない
また、過去５年間の業務改革によって得られた成果は、「情報の共有化が進んだ」が 52％、「連携

が強化された」が 32％と、間接的（定性的）なものが上位を占めている。他方で、「意思決定が変
化して売上高に貢献した」は 25％程度、「現場の改善が進み利益率が向上した」は 21％程度であり、
直接的（定量的）成果は実感できにくいようである。

図３　過去５年間の業務改革の成果
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が良いとは限らないが、企業にとって頼れるスタンダードな
手法が見当たらず、模索中であることが推察される。
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図 4　業務改革の進め方
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・多くの情報システム部門は部分担当
業務改革への情報システム部門の関与は、「個別の改革テーマに関わって推進している」が 38％で

最も多く、「構想段階から主体的に推進」、「基幹系システムにかかる部分の依頼があれば対応」がそ
れぞれ約 31％と続いている。現状では、情報システム部門は、何らかの関与をしているものの、業
務改革を牽引する立場にはないことが伺える。

図５　情報システム部門の関わりについて

2 

 
■BPMの取組み状況 
 IT を活用した業務改革の推進との関係で、BPM の認知状況に

ついて聞いたところ、BPMという言葉を「聞いたことがある」は
64%、「よく知っている」は 26％で、BPMの認知状況は、90％に
まで、拡大してい

ます。しかし、既

に自社内で BPM
に取組んだと答

えた企業は、BPM
を「よく知ってい

る」と回答した

26％の企業の中
で、13％に留まっています。 
●BPMの取組み対象 

BPM に取り組んでいる企業が対象としたプロセスは、「調達・
購買・外注」が 55％で最も多く、「販売・コールセンター」が 50％
と続き、顧客接点系が上位を占めています。 

BPMは、その強みである外部との関係、実際に売上や原価に直
結するプロセスにおいて、重点的に取組まれていることがわかり

ます。また、会計財務に 45％、製造・生産管理、人事・労務にそ
れぞれ 32％と続いており、内部プロセスへの活用も進みつつあり
ます。なお、BPMに取り組んだ企業の業績を見てみると、2005年
以降 2013年までに BPMを開始した企業のうち、この 1年間で売

上または営業利益が上昇した企業は 94％、BPM 未実施の企業で

この業績を得たのは 75％であり、20 ポイント差がでていますの
で、その導入効果が認められるようです。 
●BPMの取組みが与えた影響 

「BPM の取組みが、業務改革に与えた影響」として、「属人化

の解消」が 59％、「現場業務の可視化／課題の解決」が 48％、「チ
ームワーク形成」が 44％を占めており、業務改革に BPMを採用
することの狙いに通じています。しかし、目に見える「売上の向上」

等の成果には、まだ、結びつきが弱いという問題があります。 
●BPM取組みの組織体制 

先ほど業務改革において、情報システム部門の関わりについて

紹介しましたが、BPM の取組み体制についても、「情報システム

部門が先導して取り組んだ」が 45％を占め、関わりが強いことが
分かります。 
続いて、「テーマ別にプロジェクトを編成した」が 29％ですが、
「部門内の業務に適用した」は 18％、「推進する部門を新設した」
が 16％であり、BPM の推進には、情報システム部門の関与が不

可欠であり、実際、情報システム部門は BPMの先導役として、そ
の役割を果たしています。 

●BPM取組みの成功要因と課題 

BPM の取組みを成功させるには、「人」、「推進組織」が非常に

重要だと言われています。今回の調査でも、「推進する部門（チー

ム）がある」、「現場教育を実施」、「トップがよく理解し、支援」し

てくれることが成功要因として、選択されています。 
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このように「業務改革」そのものは、企業の当たり前の活動になっているものの、手法としての業
務改革は暗中模索であり、この活動を本来牽引すべき情報システム部門は、主体的に関わるほどの力
を持っていないのが実態である。

＊ 本実態調査の詳細は、日本ＢＰＭ協会のホームページにて、【第 10 回 BPM フォーラム 2015　講演録】
をご参照ください。

ここで見えてきたのは、
・部分最適化した業務アプリ
・現場から頼りにされない情報システム部門
・成果の上がらない業務改革プロジェクト
の姿である。

３．サービスデザイン思考を方法論化したサービス工学へ

3.1　サービスおよびサービス工学の定義
ここで、サービス工学について先行している「サービス工学研究会」からの研究成果の一端をご紹

介する。
「サービスは、従来、物財（モノ）にはない４つの特性（無形性，同時性，消滅性，異質性）のた

めに工学分野では長らく研究の対象として扱われることはなく，経営学の分野においてそのマネジメ
ントシステムやマーケティング方法が論じられるに留まっていました．これに対しサービス工学では，
モノとサービスの双方を人間が造り出す人工物と考え，分析／設計対象として同等に扱います．」※

サービス工学研究会は、このサービス工学の基礎を確立することを目標とし、現代社会におけるサー
ビスの在り方と、その設計方法を調査研究するための産学連携研究組織として 2002 年２月に設立さ
れた。
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サービス工学研究会では、サービスを「サービスの提供者であるプロバイダが，対価を伴って受給
者であるレシーバが望む状態変化を引き起こす行為」と定義している [ 新井，冨山，下村，原 2002]。

また、「受給者は提供者から有形，無形の何かを受け取り，それによって受給者の状態が変化しま
す．これはサービスを広く捉えた定義であり，マーケティング分野における劇場アプローチによるサー
ビス定義に近いものです．すなわち，劇場というサービスにおいて観客（受給者） は，役者（提供者）
からへと劇という無形サービス（コト）だけでなく，舞台装置，椅子の快適さ，ホワイエの雰囲気な
ど，モノから機能，タイミングまでを評価します．」＊とされている。

＊ http://www.robot.t.u-tokyo.ac.jp/arailab/research/service_eng/service01.html

3.2　サービスデザインの特徴は、視座の転換
サービスデザインのアプローチの特徴は、サービス

とそのプロセスを設計する上で、顧客視座から設計す
るところにある。

一般にビジネスプロセスを設計する際の視座とし
て、トップの視座、ボトム（現場）の視座、スタッフ
の視座、そして顧客の視座の４つがある。しかし従来
は、どちらかというと業務の内側、内部効率化を指向
になりがちで、結局のところ顧客の視座から始める、
ということができていないことが多かった。特に重要なのが、顧客の視座を獲得することである。

これはいうのは簡単だが、現実には意外に難しい。本来であれば、顧客そのものになってみる、想
定顧客をよく観察する、想定顧客とじっくり話をしてその本音を引き出す、ということが必要だから
だ。実践するには、顧客の背景を捉えるための関係作り、場作りから入る必要がある。

3.3　サービスデザイン思考（Ｓ - Ｄロジック）の基礎
この顧客視座から、商品としてのサービスデザインを行う考え方を、サービス・ドミナント・ロジッ

ク（Ｓ - Ｄロジック）と呼ぶ。これに対して、従来からのモノ中心を中心に供給サイドの考え方で商
品を組み立てるのがグッズ・ドミナント・ロジック（Ｇ - Ｄロジック）と呼ばれている。

図 7　Ｇ - Ｄロジック + サービスからＳ - Ｄロジック on ICT へ

図 6　ビジネスプロセス改革の４つの視座
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3.4　顧客視座からのサービスとサービスプロセスの位置づけ
戦略／顧客価値起点のビジネスプロセスおよび企業活動モデルを日本ビジネスプロセス・マネジメ

ント協会では図８のように描いている。
組織目標を頂点に、顧客・ビジネスプロセス・継続的収益の関係を価値提供力（コンピテンシー）

と呼び、この価値提供を資源と組み合わせてビジネスプロセス自体を継続的に設計・改善する力を組
織能力（ケーパビリティ）と呼んでいる。

図 8　起業活動モデル：戦略／顧客価値起点のビジネスプロセス
企業活動モデル：戦略／顧客価値起点のビジネスプロセス

14
©2017 日本ビジネスプロセス・マネジメント協会©2017　日本ビジネスプロセス ・ マネジメント協会

サービスデザインの焦点は、顧客とビジネスプロセス間で、顧客の要求に応えて顧客価値を提供す
る仕組みとなる。

3.5　顧客価値３つのレベルとサービス、ビジネスプロセスの関係
では、顧客価値をどのようなものと捉えるべきだろうか。
顧客価値は図９のように、これを３区分することで価値の特性、サービス形態、サービスのキープ

ロセスの関係をわかりやすく捉えることができる。
まず、顧客価値の３つ区分は、以下の考え方である。
・基本価値：モノ・施設、標準化サービスを元にした標準的ニーズを実現する価値
・付加価値：顧客の状況の多様性や即応ニーズを実現する価値
・共創価値：顧客の個別事情に相互に共感し、共同で実現する価値
それぞれの価値の実現には、対応するサービスメニューが求められる。例えば基本価値に対しては、

事前に定義したスタンダードサービスを「提供」することになる。その場合のプロセスの焦点は、サー
ビスブランドを選択してもらうプロセス、顧客の継続性・定着化を実現できるサービス内容、そして
そのサービスの品質を管理、効率性を改善し続けるマネジメントの仕組みである。
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図 9　顧客価値の３段階とビジネスプロセス

また、付加価値に対しては、顧客の多様性ある要望に「適応」するオプションサービスを準備し、
適切に顧客が選択するためのガイドと、オプションサービスを充実化するために過去に設計・提供し
たサービスを標準化して提供可能にするプロセスが重要である。さらに、顧客の不安やクレームに対
して、窓口サービスとしてコンティンジェントサービスをコンシェルジェ的な要員によってサポート
する。

そして、共創価値は顧客の個別事情やこだわりの要求に対して、対話を通じて有効かつ実行可能な
サービスをその「共創」的に都度設計するカスタムサービスが求められる。

このカスタムサービスは、「あなたのために設計します」というもので、個々の顧客と対面あるい
はネットを通じた対話をしながら要望を引き出し、顧客の要望やプロフィールにぴったりの商品を作
り上げるものである。このとき重要なのは、顧客の表面的な要求だけでなく、どのような背景・潜在
ニーズを持っているかといった「顧客の向こう側」の事情を捉えることである。そうすることで顧客
と共感し、本当の意味でフィットした価値を提供できるようになるのだ。

また、顧客自身が学習し、仲間を作る、あるいは顧客自身ができるコトを高めるためのエンパワー
メントサポートが求められる。イベントやコミュニティ企画・実施、啓発、コーチングプログラムな
どのプロセスが求められる。顧客の要求を把握し、カスタム設計をすると共に、顧客からのリピート
オーダーに対して適切に対応するための顧客リレーション管理（ＣＲＭ）を確実に行う必要がある。

このように価値特性に応じて、サービスの形態が変わり、キーとなるプロセスも変わってくる。
顧客視座からの目線は、この３段階のサービスが組み合わされて始めて全体として顧客価値として

評価すると考えるべきである。たとえば、以下のようなケースである。
・  宅配ビジネスのように、基本サービスを徹底して洗練して卓越化し、その基盤の上にオプション

サービスを載せて収益化するが、カスタムサービス（引越し、納入代行など）はやらないケース
・  保険の窓口のように、顧客との共創価値づくりに中心をおいたサービスブランドを形成し、基本

価値や付加価値はパートナーとの提携により自社リソースを使わずに収益化するケース
・  クックパッドのように、レシピサイトという基本サービスを無料で提供し、集まってくる多数の

顧客の嗜好・行動情報を、他のパートナーに提供することで別の価値を創出してビジネスを成り
立たせるケース
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この「顧客価値の構成をどのようにするか」ということが、ビジネスモデルの特徴そのものといる
だろう。

3.6　顧客価値づくりの２つのサイクル
この顧客価値づくりは、顧客視座からのサービス企画と、このサービス企画を実際のプロセスとし

て具体化・実行し改善するというサービスプロセス・マネジメントの２つのサイクルの融合と考えら
れる。これが、顧客価値作りの２つのサイクルである。

図 10　顧客価値づくりのプロセス顧客価値づくりのサイクル

 顧客価値づくりのためには、顧客視座からのサービス企画により、魅力的なサービス開発
とマネジメントを行うサービス工学のアプローチと、効率的なオペレーションとガバナンス
のプロセスを実現するプロセスが、両輪となるサイクルが必要です。

顧客視座からのサービス企画 サービスのプロセス・マネジメント

顧客価値づくりのサイクル

プロセス
開発

効率的
オペレーションと

ガバナンス

顧客の
創出と維持

顧客満足の
達成

顧客ロイヤリティ
と評判形成

プロセス
最適化

顧客価値の
発見と掘下げ

プロセス改革
企画

基本価値

付加価値

共創価値

魅力的なサービス
開発とマネジメント
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顧客視座からのサービス企画は、顧客の創出・維持のために、顧客価値を発見し深堀することで、
魅力的なサービスを開発しマネジメントする仕組みを生み出す。その結果、顧客満足を達成し、顧客
のロイヤリティと評判を形成することで、さらなる顧客の創出と共に、新たな顧客価値の発見を進め
るサイクルである。

また、サービスのプロセス・マネジメントは、効率的なオペレーションとガバナンス（サービスＱ
ＣＤとコンプライアンス）を実現するために、サービスとそのマネジメント方針を実現するプロセス
改革を企画し、プロセスを開発し、現場でオペレーションを行い、最適化への改善活動を行うサイク
ルである。

この２つのサイクルが両輪として回ることで、顧客価値の厚みや深さを進化させることが可能にな
る。特に、顧客視座からのサービス企画は、日常のサービス提供活動においては触れることができな
い。あえて「顧客の向こう側」を見に行って、顧客体験を行うことが必須である。

3.7　実践事例からの考察
顧客価値作りの実践事例を、スポーツクラブ大手の「ルネサンス」の事例で見てみよう。たとえば

ルネサンスでは、図 11 のように一番下の価値は、初期入会者の定着化をミッションとして量を重視
するために、標準化するということであった。そして生きがい創造という共創的価値である３階層目
において、顧客ごとの個別のクオリティ（質）が求められるということであった。
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図 11　ルネサンスの顧客価値の階層スポーツクラブ ルネサンスの顧客価値

Page.17
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新たな目的
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コミュニティに参加する
自分にフィットした運動やスポーツを始める
効果が実感できる
運動が習慣化する
身体が運動に慣れる

パフォーマンスが向上する
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⽣きがい創造のプロセスを量と質に区分けし構造化する

（出展）スポーツクラブ ルネサンス

スポーツクラブに入会して最初の６か月は標準化されたサービスを提供して、初期定着をさせなく
てはいけない。これはどの継続型サービスでも、みんな同じ壁を乗り越えなければいけない。

その次に、効果が出る、習慣化するための付加価値サービスである。ここでは、それぞれの人にフィッ
トした運動・スポーツを選択して実際に効果を実感してもらい、運動自体を習慣化することを狙って
いる。ここでコミュニティへの参加を始めている。

さらに３段階目には、楽しむ、新たな目的を獲得するというステージに到達し、コミュニティ活動
を楽しみ、パフォーマンスが向上してスポーツ・運動が楽しくなる段階だ。これこそ共創価値といえ
るものである。

一般にスポーツクラブでは、初心者はとにかく毎週あるいは週に何日か習慣的に通う初期定着者に
なる必要がある。ここをクリアすると、シェイプアップやボディビル、あるいはマラソンができるな
どの高い目標を持つようになる。これはオプションサービスになる。これが、ルネサンスにおける基
本価値の提供である。

さらには、コンクールやマラソン大会に出場して優勝を目指すような選手には、カスタムサービス
を提供することになる。成功しているスポーツクラブでは、基本価値を求める大多数の初期顧客にしっ
かり対応して、定着化する部分をマニュアル化したサービスでも十分に満足を得られるように、サー
ビスプログラムの整備や従業員教育を行っている。そして、ベテラン社員は、オプションサービスや
カスタムサービスを効果的にできるように、イベント企画やＣＲＭサポートを行っている。

共創的価値を提供するサービスプロセスを実現する上で重要になるのは、このカスタムサービスを
担う「プロフェショナル人材」の確保・育成である。基本サービスであれば、属人化を排除し、でき
ればパート社員でも担えるようにすべきである。しかし、カスタムサービスでは、顧客のニーズにど
こまで応えるのか、自社はどこまで対応できるのか、約束できるのかを見極めることが重要になる。
顧客に言われるままにカスタムサービスを提供し始めると、ビジネスは確実に破綻する。このサービ
スを担う人材は、企業のサービスポリシーを理解し、顧客をエンパワーメントし、顧客と良い約束を
し、それを実現することができる必要がある。

このような人材を確保し、適切に処遇し、業務環境・業務プロセスを整備することが最も重要なの
である。また、多様性のあるニーズに都度応えるためには、幅広い取引先や調達市場とリレーション
するバイヤーフロントの整備と連動も必要である。
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3.8　事例にみる情報システムの役割
このような価値提供のために、ルネサンスの情報システム部門の努力について聞いてみたところ、

以下の回答をいただいた。
第１点は、情報システム部門が、顧客へのサービス提供のあるべき姿を俯瞰し、考え抜いた仕組み

を作ることにこだわることだ。
ルネサンスでは、フィットネス事業にとって、本当に何を実現しなくてはならないのかを洞察し、

事業視点から答えを出している。結果として、入会６か月の顧客化、定着化に重要な期間のサービスを、
新人を早期に戦力化して、一定品質の標準オペレーションを量的に増やせる仕組みを構築している。

このために、現場実態に即した「使えるシステム」を作ることに納得するまで試行錯誤を続けてい
る。実際にはタブレットタイプの端末の出現を好機と見て、一気にシステム化を推進している。接客
の現場では、複雑なインプットは難しいという現実を積極的に受け入れ、本当に使えるツールを作る
ことにこだわっている。単に現場の要求に従ってシステムを作るというよりも、事業成果が生まれる
ポイントにこだわって改革を進めている。

第２点は、情報システム部門のトップが改革をリードするために必要な要件を理解し、そのために
必要な組織作りを着実に実行することにある。例えばルネサンスでは、情報システム部員が現場の抱
えている課題を十分に理解し、議論の共通の土台を持てるようにするため、幹部・現場へのヒアリン
グをメンバー全員で行い、提案型のスタイルを作るための組織作りを着実に行っている。また、この
ような戦略的思考のできるリーダーの採用を経営者が決断し、配置したことが、それ以前に重要なこ
とといえるだろう。

第３点は、情報システム部門を単にプロセス改革への要求を実現するのではなく、むしろ提案型に
することで、事業的成果と組織の成長を実感できるスタイルに切り替えてゆく点である。

これは、情報システム部員の仕事のやり方を指示待ちスタイルから、仮説・検証スタイルに変化さ
せたということだ。しかも、それを現場と情報システム部門の共同作業にすることで、改革活動を現
場と共に喜びあえる楽しい仕事に変えている。業務改善、業務改革というと、問題点をピックアップ
して犯人探しをして詰め寄るスタイルや、指示する人と指示に従ってやる人が別の人になって、手段
の目的化が進行し、成果に頓着していないスタイルが散見される中での大切な取組みであろう。

４．サービス工学を組み込んだビジネスプロセス改革の実践ポイント

4.1　基本的なサービスプロセス改革のステップ
顧客価値作りのためのサービスデザインと、そのプロセス作りをどのように行うのかについて、具

体的な手法をご紹介する。
サービスデザインからビジネスプロセス設計の流れ（図 12）を俯瞰すると、
１．�経営層の問題意識の発現：サービスデザインは事業モデルの変革を伴うことからコア人材のア

サインと開発投資を伴う。したがって、経営層からのトリガーが必須である。
２．�サービス化課題の設定：サービス化によって、どの市場 ･ 顧客を獲得するのかのスコープを設

定することがスタートポイントになる。特にここで、ターゲット顧客のニーズのどこにどう応
えるのかの課題設定が重要になる。

３．�新サービス企画：新サービス企画は、スコープの課題に沿って、現状サービスオペレーション
を分析し、重点となるサービスプロセスを可視化し、新たなサービスを企画する。ここでは、
新サービスのための役割分担やサービスプロセス、そこでの収益性の検討が求められる。



54

図 12　サービスデザインを組み込んだビジネスプロセス・マネジメント
（サービス工学とＢＰＭの融合）

サービスデザインを組み込んだビジネスプロセス・マネジメント
（サービス工学とBPMの融合）

18©2017 サービス工学研究会・日本ビジネスプロセス・マネジメント協会
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 ユーザーニーズを正しく具現化してサービスを企画し、そのプロセスを設計することが重要

これがクリアできると、新サービス用のプロセス設計・開発を行い、現場でオペレーションし、そ
のモニタリングデータを基にサービス改善を行う。このサイクルがＢＰＭの主領域になる。

4.2　サービスデザインの基本ステップ
では、特にサービス化課題の設定からサービス企画に焦点を当て、その進め方と手法をみると以下

のようになる。

図 13　サービス化課題～サービス企画のプロセスサービス化課題～サービス企画のプロセス

 以下のステップによって、サービス化課題を深堀し、サービスプロセスそして
サービスビジネスとしての企画を行う
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サービス化課題の設定では、新たな市場・顧客層をターゲットとしたときに現状のビジネスモデル
の変化点が何かを明確にする必要がある。これによって、設計のスコープが決まる。その検討に便利
なのが、相当に普及しているビジネスモデルキャンバス（ＢＭＣ）のフレームだ。
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ここで、価値提案（Value Proposition）の内容や顧客との関係（Customer Relationship）、チャネ
ルなどの変化があるようであれば、まずサービスデザインから始める必要がある。このとき変化点を
明確にしておくことで、サービスデザインの事業への投資面のインパクトの想定ができるので、トッ
プダウンでの展開がやりやすくなる。

この後はサービス設計において、まず視座を顧客に置くために、ペルソナ法を利用してターゲット
顧客が求める体験シナリオを明確にすることが重要である。ここで最も大切なのは、このようなワー
クを行うメンバーが顧客体験をすることである。顧客の心、判断基準、行動を知らずに提供者経験だ
けのメンバーでは、顧客の体験シナリオは単なる空想であり、大きく的外れを起こしていることがあ
る。近年ダイバーシティが叫ばれ、上手く事業に活かしている企業では、サービス企画に顧客体験を
持つ人を据えることで、顧客の視座を獲得している。

体験シナリオの中には随所に顧客の要求が含まれるので、これを取り出して要求を実現するための
機能展開を行う。この展開では、手段が目的を達成する条件をできる限り定量的に設定し、その検証
をしながら手段の選択をすることが重要である。これがデザイン思考での設計行為となる。

この要求機能展開のときに、威力を発揮するのが、外部のサービス提供のエコシステムだ。従来、サー
ビスを実現するためには、全てを自前で作らなければならないという発想が主だったが、現在はデジ
タルネットワークによる連結が可能になっている。これを飛躍的に進める原動力になっている技術が、
ＢＰＭＳ（ＢＰＭシステム）、ＡＰＩエコノミー、シェアリングエコノミーだ。

図 14　要求機能展開

©2017 サービス工学研究会

現在のＩＴ技術において、Ｗｅｂベースのアプリケーションを、プロセスモデルから現場主体で作
成するＩＴプラットフォームとしてＢＰＭＳが登場してきた。ここに、ＡＰＩによって外部サービス
を組み込む。例えばイベント申込み、映像制作、画像配信、与信管理、請求処理などの一般的なサー
ビスは、外部サービスを低額で利用できるようになっている。また、サービスの実行に必要なサービ
ス要員、画像制作、レンタカー、施設予約などの人的・物的サービスのクラウドソーシング、シェア
リングサービスなどで、変動費を割り勘価格で利用できるサービスが急増している。

サービス機能のうち、内部資源にこだわるべきところと、外部機能、シェアリング機能とを上手く
切り出すことで、サービスの実現性やスピードが一気に高まってくる。
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図 15　サービスバリューチェーンとしてのデジタルオペレーションプラットフォーム

サービスリソースの拡張サービスの場が拡張

ソーシャル
コミュニケーション

サービスプロセス
サービス

コミュニケーション
外部エコシステム

■ BPMは、サービスバリューチェーンの基盤へ

 テクノロジーの進化によりサービスの場が拡張した。これによりサービスリソース活用（人材、情報、
サービス機能）の自由度が格段に高まった

 価値実現の鍵は、顧客サービスの場に必要なサービスリソースを統合して提供する能力

→ 高速・低コスト、ダイナミックな連携、複雑なアルゴリズムの組込み・・・・サービスの基本価値を向上

顧客へのサービス場
（店舗・対面）

ソーシャル
コミュニケーション

サービスプロセス
サービス

コミュニケーション
内外

エコシステム

ソーシャルテクノロ
ジーの進化 デジタルネットワークで高速連結

エコシステムの連結
出典：ＪＭＡサービス価値創造経営研究会 ©2016 JAPAN  MANAGEMENT  ASSOCIATION

次にサービスプロセス企画では、サービス設計での要求に基づく機能を実行する主体（アクター）
を抽出し、そのアクターの関係を整理し、サービスを提供する仕組み図としてサービスブループリン
トを作成する。なお、サービスブループリントの表現には、プロセスモデリングの国際標準であるＢ
ＰＭＮが採用されることが多い。このときに先に挙げたＡＰＩサービスやシェリングサービスも組み
込むことになる。

図 16　サービスブループリント

21©2017 サービス工学研究会

サービス利用に係るユーザの振舞い

機能提供に必要となる提供者側の行動

サービス設計およびサービスプロセス企画によって、ビジネスモデルの主要な要素が系統だって表
出するので、これを統合化してビジネスモデルとしてのサービス企画にまとめ上げる。ここでビジネ
スモデルキャンバスのフレームで作成することで、現状のビジネスモデルとの変化点を具体的に示す
ことができるため、サービス投資の検討が可能になる。

５．時代と共に変化するＢＰＲ

ここまでデザイン思考でのサービス企画の進め方を述べてきた。しかし、企業経営者の業務改革（Ｂ
ＰＲ）への認識は、まだまだ旧態然としている。ＢＰＲの実態は、時代と共に進化していることを理
解する必要がある。
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5.1　過去は基幹ＤＢ・ＥＲＰによるバックオフィス業務改革
1990 年以前は、企業としてホストコンピュータにより会計処理を一元化しつつ、そのための事務

フローを設計することが中心であった。
1990 年代に入り、データベース（ＤＢ）技術とクライアントサーバー型コンピュータの進展により、

大型のＤＢを利用することで請求・支払いなどのバックオフィスの大量伝票処理業務を効率化するこ
とが可能になった。この時期、ＤＢソフトウェアおよびハードウェアは非常に価格が高かったため、
データを共通化・集約化し、オープン化による価格競争を仕掛け、コストを抑える手法が進展した。
このようなＤＢを中心としたシステムは劇的な効果をもたらす場合があり、これを称して「リエンジ
ニアリング」あるいは「ＢＰＲ」という業務改革手法として注目を浴びた。

図 17　業務改革の変化

現在の業務改革の主領域

業務改革は時代と共に変化している

過去の業務改革の主領域

バックオフィス業務プロセス
（一括処理、ＤＢ処理）

業務オーダー

〜1990年代前半

　　DBシステムの導入を中核としたバックオフィス業務の抜本的見直し

　　ITは、クラサバ化、オープン化、ERP導入、ネット化を進める

2000年頃〜

　　組織のフラット化、権限移譲で業務のスピードアップ（第1世代BPRの成果出し）

　　ITは、EC、承認決裁のワークフロー化、システム連携、BI導入を進める

2005年頃〜

　　ビジネス要求に対応してフロント系業務のプロセスを自在に変えられる組織能力づくり

　　ITは、クラウド化、部品化＆連携（SOA・ BPMS・BRMS）を進める

フロント業務プロセス
（一件処理）

基幹ＤＢ

レポート

分析

© 2017 日本ビジネスプロセス ・ マネジメント協会

90 年代後半から 2000 年以降にはＤＢ中心のシステム開発は成熟化を迎え、パッケージ化したＥＲ
Ｐソフトの普及が一気に進み、これを基にした様々な経営管理ツールが普及した。特に日本企業の場
合、事務を行う部署・要員が企業全体に分散していたため、組織のフラット化と権限委譲、ワークフ
ロー技術などで事務組織の集中化を行い、事務コストの削減が進んだ。ここまで行われたリエンジニ
アリングの成果出しともいえる。

5.2　顧客サービスなどフロント業務にウエイトが移行した 2010 年代
2010 年代になると、カスタマーフロント（顧客対応、オーダー処理）やバイヤーフロント（購買・

外注手配）など、外部連携を行う業務の改革ニーズが高まった。またＷｅｂサイトや営業要員とバッ
クオフィスをつなぐ業務の品質とスピードを高めるために、ワークフロー技術に注目が集まり、これ
を活用した業務改革技術であるＢＰＭが、特に金融 ･ 保険セクターで採用された。そして現在は企業
のビジネスモデルがＷｅｂサイト、スマホアプリと連携しつつ、一部の仕事は外部企業と連携するな
ど、柔軟で迅速なビジネスプロセスの構築が必須となっている。

このように、業務改革は過去にはバックオフィス業務へのＤＢ導入、効率化が中心だったが、現代
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では顧客市場あるいは調達市場といった外部連携プロセスを変革する役割を持っている。
しかし残念なことに、90 年代～ 2000 年代に改革推進を行った人材やコンサルタントが中心となっ

て業務改革を推進している場合には、過去の成功体験に縛られたまま基幹ＤＢ構築を行う手法でフロ
ント業務の改革を行なおうとするケースも数多く見られる。その場合、プロジェクトは長期化し、シ
ステムができた頃には世の中が変わっており、完成しても役立たないシステムになるのだ。

６．求められる変革プロセスのデザインとこれを実行する組織能力

6.1　ビジネスモデル構想力と不断の改善力が問われるこれからの業務改革
業務改革のコンサルティングを行っていると、「それは改善レベルであって、改革になっていない

のでは？」という質問を受けることがある。確かに、かつてのＢＰＲブームにおいては「白紙から抜
本的に」という言葉の元、大きな改革をすることが当たり前とされてきた。しかしそれは、ＤＢシス
テムが稼動することで、大きな効率化効果を実現するという着地点があってのことであって、着地点
の見えない改革をすることとは異なる。

また、ＤＢシステムの導入は、直接顧客と接していないバックオフィス業務であることが多いが、
現在の業務改革の対象となっている外部連携プロセスでは、顧客や取引先との日常オペレーションを
維持しながらの変更が必要になる。そこでの改革の着地点は「システムが稼動する時」ではなく、事
業上の施策として新サービスを導入する時点、あるいは特別なキャンペーンを実施する時点が着地点
になる。新プロセスが動き出しも問題を発見したらタイムリーに対応して事業成果を生み出す、とい
うことが命題になる。また、顧客サービスの価値は「神は細部に宿る」という言葉のように、業務プ
ロセスの細部の設計にかかることが大きい。これは、実際にサービスを提供し始めてからも、顧客の
声を受けながら現場で改善をし続けることで初めて成り立つことである。

6.2　ビジネスプロセスを構築・移行する２つのアプローチ：不断の改善努力型と平行運用＆シフト型
この様なビジネスプロセスの構築・移行には、図のように２つのアプローチがあると考えている。

図 18　ビジネスプロセスの構築・移行アプローチ

1©2016 日本BPM協会

2つのアプローチ

改革
方向

第1のアプローチ：不断の改善努力型 第２アプローチ：平行運用＆シフト型

現状プロセス 現状プロセス

新プロセス
新プロセス

現状プロセス

特定オーダーのみ
新プロセスで対応

新プロセスに
ウエートシフト

改革方向を示しつつ、小幅の改善を繰り返し、
改革目標水準に到達する。

改革的な新しい方式を、既存業務方式と平行して
実施し順次移行する

© 2017 日本ビジネスプロセス ・ マネジメント協会

現状を大胆に変えることは大変なリスクを伴う。確実に現場が納得するビジネスプロセスへの移行
なくしては、改革の成果はおぼつかない。そこで、第１のアプローチが求められる。方向性は大胆で
あっても、改革幅は具体的な必要性の幅、現場の力の範囲にとどめ、その幅の中で現場が細部の設計
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を何度も繰り返しながら、改革の範囲や成果を徐々に大きくする。この繰り返しを３か月程度で回し、
ＰＤＣＡをしっかり管理すると、１年で大きな変貌を遂げることになる。

第２のアプローチは、対象範囲（顧客やオーダータイプ）を限定して、そこからのオーダーに対し
てのみ先進的なビジネスプロセスを適用し、試行検証を通じて確立し平行運用を行う。その成果を見
ながら対象範囲（顧客やオーダータイプ）を広げてゆくアプローチだ。

第１のアプローチは、新サービス導入やサービス効率化の改善の場合に有効である。また第２のア
プローチは、オペレーションインフラをメールやエクセルからＢＰＭシステムに変更したり、組織統
合などで業務方式をどちらかに寄せる必要がある場合に有効である。いずれにしろ、成果を生むため
には要所を押さえ、現場への移行をスムーズに行える改革幅あるいは改革対象を見極め、徐々に広げ
ることが肝要になる。

現代は、業務の相当な部分が既にシステム化しているために、業務システムをいかにスムーズに移
行するかということが、新たなプロセスを設計することよりも難易度が高い場合がある。見通しなく
広範囲に大胆な改革を行うということは、大きな事業リスクを抱えることになる。

6.3　不断の業務改革に必要な組織能力
第１のアプローチも第２のアプローチも、業務改善を繰り返しながら業務改革を進めるという点は

共通である。そして実践においては、繰り返し行う業務設計手法の獲得と、改善検討・設計・移行を
繰り返す組織の改革能力が問われる。

業務設計を繰り返し行うことが当たり前になっている職場では、業務プロセスの可視化図面は、製
品設計と同様に組織的に確実に図面管理されている。特定の業務が変更の俎上に上がると、すぐにそ
の業務プロセス図を囲んで、どこにどのような変更を加えるべきかを検討し、確定したらプロセス図
を元に業務アプリケーションの変更を行う。また、プロセスの可視化手法は、国際標準表記のＢＰＭ
Ｎ（Business Process Model & Notation）を用い、業務アプリケーションの構築は、ＢＰＭＳ（Business 
Process Management System）を使用することが主流になりつつある。簡単なプロセスアプリや、
その小改善に対しては、現場人材にスキルトレーニングやＯＪＴを行うことで要員を確保し、自前で
行えるようにしている。

現代の業務改革では、このような業務プロセスの可視化や業務アプリケーション作り、そしてこれ
に伴う業務ルールの見直しは、企業の当たり前の組織能力として求められているのだ。

6.4　先進企業では業務改善は社員の通常業務
仕事柄、業務改革を進める企業・組織から相談を受ける機会が多いが、「業務改善／改革が上手く

いかない」と嘆く組織では、
・	 上位組織からの号令で始まり、システム事業者に丸投げ
・	 中堅職員は、コスト削減／人員合理化が始まらないように消極的協力
・	 一般社員は、就業時間内には改善する暇もないことをアピール

という症状が出ている。
一方で、先進的な取組みをしている企業の意識と行動は、
・	 業務改革は、事業の競争力を維持するために不断に取組む仕事である。
・	� 改革推進メンバーには実行部隊のメンバー指名権、活動予算、業務規定の改定権限などが実質的

に付与される。
・	 職場での業務改善活動は、通常業務の一つである

という特徴がある。
このような先進企業では、一般社員の役割は業務処理やその管理から、業務課題を解決するプロジェ

クト推進、そのアウトプットとしての業務設計と適用管理に移っている。また、そのための業務改革



60

手法も、ＢＰＭの登場によって洗練されたものとして普及が始まっている。
業務改革に求められるスキルとしては、もちろん業務の可視化や業務プロセスの設計、実行システ

ムの構築などが挙げられる。これらはセミナーやガイドブックを元に有る程度の経験を積めば獲得で
きるし、サポートするベンダーもあり、既に解決見通しのたった課題といえるだろう。

しかし、スキル教育や外部サポートで済まないのが、事業の方向性に沿ってサービスを企画し、こ
れを具現化する業務プロセスを構想する力だろう。業務プロセスの構想力は、一人のアイデアという
よりも、プロセスに関わるキーマンが自社の事業価値を歴史的経緯の中で深く議論した上で、日常の
サービス運営の課題を洞察し、現実解を見出し共通認識することが求められるものである。この現実
解は、外部のコンサルタントやプロ経営者であっても、一朝一夕に得られるものではない。

新しい時代の業務改革に取組むためには、社員の役割から見直す必要がある。
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